長野市リサイクルハウス設置事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１　この要綱は、資源の団体回収活動を活性化し、及びごみの減量と再資源化を促進するため、行政連絡区、住民自治協議会又は資源回収団体（長野市資源回収報奨金交付要綱（平成３年告示第 107号）の規定に基づく報奨金の交付を３年以上連続して受けている団体で、その活動の範囲が２以上の行政連絡区の区域にわたるものをいう。以下同じ。）が再生資源（再生利用可能な古紙類、金属類、布類及び瓶類をいう。）を一時的に保管する倉庫（以下「リサイクルハウス」という。）を設置する事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、長野市補助金等交付規則（昭和61年長野市規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（補助率）

第２　補助率は、リサイクルハウス（床面積が 2.0平方メートル以上のものに限る。）の設置に要する経費（用地の取得に要する経費を除く。）の４分の３以内とする。ただし、次の各号に掲げるリサイクルハウスの床面積の区分に応じ、当該各号に定める額を限度とする。

(1) 2.0平方メートル以上 3.3平方メートル未満のもの　10万5,000円

(2) 3.3平方メートル以上のもの　20万円
２　前項ただし書きの規定にかかわらず、同項第２項のリサイクルハウスのうち、市長が構造上特に優れ長期間の使用に耐えると認めるものについては、補助金の限度額は60万円とする。

３　補助金の額に 100円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

　（補助金の交付条件）

第３　補助金の交付条件は、次に掲げるとおりとする。

　(1) リサイクルハウスの維持管理は、近隣に迷惑をかけないよう行政連絡区、住民自治協議会又は資源回収団体が責任を持って行うこと。

　(2) 既に資源の団体回収を実施している団体との協調を図ること。

　(3) 資源回収の目的以外に使用しないこと。

　（補助金の交付申請）

第４　規則第３条に規定する申請書は、長野市リサイクルハウス設置事業補助金交付

申請書（様式第１号）によるものとする。

２　規則第３条に規定する関係書類は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 設計図

(2) 工事見積書

(3) 位置案内図

(4) 土地等の占用・使用許可書の写し又は土地を使用することにつき権原を有する

者の承諾書

３　前２項に規定する書類の提出期限は、市長が別に定める。

（補助事業の内容の変更等）

第５　規則第８条の規定による承認の申請は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類を提出して行うものとする。

　(1) 補助事業の内容を変更しようとするとき　長野市リサイクルハウス設置事業変更承認申請書（様式第２号）

　(2) 補助事業を廃止しようとするとき　長野市リサイクルハウス設置事業廃止承認申請書（様式第３号）

　（実績報告書）

第６　規則第９条に規定する実績報告書は、長野市リサイクルハウス設置事業実績報告書（様式第４号）によるものとする。

２　規則第９条に規定する関係書類は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 完成写真

(2) 領収書の写し

３　前２項に規定する書類の提出期限は、補助事業の完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して15日を経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の3月31日のいずれか早い日とする。

　（補助金の交付請求）

第７　規則第12条第２項に規定する請求書は、長野市リサイクルハウス設置事業補助金交付請求書（様式第５号）によるものとする。

　（書類の提出部数）

第８　この要綱の規定により市長に提出する書類の部数は、１部とする。

　（補則）

第９　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則（平成９年４月１日告示第84号）

　この要綱は、平成９年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成12年３月24日告示第72号）

　この要綱は、平成12年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成15年４月４日告示第 188号）

　この要綱は、告示の日から施行し、改正後の長野市リサイクルハウス設置事業補助

金交付要綱の規定は、平成15年度分の補助金から適用する。
附　則（平成22年６月15日告示第 399号）

　この要綱は、告示の日から施行し、平成22年４月１日から適用する。
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